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弥富市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成 17年弥富町条例第 23号）

第４条の規定に基づき、令和４年度における弥富市の人事行政の運営等の状況につい

て次のように公表する。 

令和５年 12月 12日 

弥富市長 安 藤 正 明 
 

第１ 弥富市人事行政の運営の状況 
 

１ 職員の任免及び職員数の状況 

（１）令和４年度における職員の任免の状況                  （単位：人） 

区  分 採 用 
退    職 

定 年 自己都合 その他 計 

事 務 職 ９ ６ ４ ０ 10 

技 術 職 １ ０ ０ ０ ０ 

医 療 職 ０ ０ ０ ０ ０ 

保 育 職 10 ３ ６ ０ ９ 

技能労務職 ０ ３ ０ ０ ３ 

計 20 12 10 ０ 22 

 （注）対象期間 採用：令和３年４月２日から令和４年４月１日まで 

 

 

（２）令和４年度における再任用職員の任免の状況 

                  （単位：人） 

区  分 採 用 退 職 

事 務 職 １ ２ 

保 育 職 １ ０ 

技能労務職 １ ０ 
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（３）職員数の状況（各年４月１日現在） 

部    門 
職  員  数 

対前年増減数 
令和４年度 令和５年度 

一般行政部門 

 

議会 

人 

４  

人 

４  

人 

０  

総務・企画 63  68  ５  

税務 24  24  ０  

労働 ０  ０  ０  

農林水産 ９  ９  ０  

商工 ４  ４  ０  

土木 24  24  ０  

民生 145  143  △２  

衛生 20  20  ０  

小計 293  296  ３  

特別行政部門 教育 34  31  △３  

普 通 会 計 計 327  327  ０  

公営企業等 

会計部門 

下水道 ５  ５  ０  

その他 16  15  △１  

小計 21  20  △１  

合   計 348  347  △１  

（注）職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者及び派遣職員を含み、臨時又は非常勤 

職員は除きます。 

 

 

２ 職員の人事評価の状況（令和４年度） 

目   的 

職員に割り当てられた職務について一定期間における勤務実績を評価し、その結

果を職員の人材育成及び能力開発に活用すること並びに職員の処遇に反映させる

ことにより、公正な人事管理と組織の活性化を図ることを目的とする。 

制度の概要 

職員本人が課の目標・方針に基づき設定した目標について、評価者が業績評価に

ついては達成度合いを５段階（Ｔ５・Ｔ４・Ｔ３・Ｔ２・Ｔ１）で評価し、能力評

価については評価基準を５段階（Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）で評価する。 

基 準 日 令和５年２月１日 

評 定 期 間 令和４年４月１日から令和５年３月31日まで 
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３ 職員の給与の状況 

（１）職員給与費の状況（令和４年度普通会計予算） 

職 員 数 
給        与        費 １人当たり 

給   料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計 給 与 費 

（Ａ）    （Ｂ） （Ｂ／Ａ） 

347人 1,163,337千円 267,457千円 578,511千円 2,009,305千円 5,791千円 

（注）給与費は、令和４年度当初予算の計上額であり、職員手当には退職手当は含まれていません。 

 
 

（２）職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（令和４年４月１日現在） 

区    分 平 均 給 料 月 額 平 均 給 与 月 額 平 均 年 齢 

一 般 行 政 職 311,100円 391,883円 40.3歳 

技 能 労 務 職 238,700円 258,635円 53.3歳 

 

 

（３）職員の初任給の状況（令和４年４月１日現在） 

区   分 初 任 給 
採用２年経過日 

給  料  額 

一般行政職  
大学卒 188,700円 201,200円 

高校卒 154,900円 165,900円 

技能労務職  高校卒 139,900円 147,900円 

  （注）採用試験に合格し、学校卒業後直ちに採用された者の初任給と、その者が２年後に受けることとなる給料額について

掲げたものです。 

 

 

（４）一般行政職の職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和４年４月１日現在） 

区    分 経験年数10年 経験年数 20年 経験年数25年 経験年数30年 

大  学  卒 270,575円 348,329円 367,356円 406,520円 

高  校  卒 該当者なし 該当者なし 該当者なし 該当者なし 

  （注）該当職員が３名以下のため、経験年数を以下のとおり置き換えて掲載しています。 

     大学卒の「25年」は「24年」、「20年」は「19年」のものです。 
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（５）一般行政職の級別職員数の状況（令和４年４月１日現在） 

区  分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 計 

基準となる 

職 務 
主 事 主 任 主 査 課長補佐 課長 

次 長 

課 長 
部 長  

職 員 数  31人 39人 32人 34人 22人 13人 16人 ６人 193人 

構 成 比  16.1 ％ 20.2 ％ 16.6 ％ 17.6 ％ 11.4 ％ 6.7 ％ 8.3 ％ 3.1 ％ 100.0 ％ 

  （注）１ 職員数は、弥富市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分によるものです。 

２ 基準となる職務とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 

 

 

（６）職員手当の状況（令和４年４月１日現在） 

区   分 
支 給 割 合 

期末手当 勤勉手当 

期 末 手 当 

勤 勉 手 当 

６月期 1.2月分 0.95月分 

12月期 1.2月分 0.95月分 

計 2.4月分 1.90月分 

職制上の段階、職務の 

級等による加算措置 
有 

 

 

区   分 
支 給 割 合 

自己都合 定年 

退 職 手 当 

勤 続 2 0 年 19.6695月分 24.586875月分 

勤 続 2 5 年 28.0395月分 33.27075月分 

勤 続 3 5 年 39.7575月分 47.709月分 

最 高 限 度  47.709月分 47.709月分 

その他の加算措置等 定年前早期退職特例措置（2～45%加算） 

１人当たり平均支給額 2,722千円 18,588千円 

  （注）退職手当の１人当たり平均支給額は、令和４年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

 

地 域 手 当 

支 給 対 象 地 域 全 地 域 

支 給 率 ６ ％ 

支 給 対 象 職 員 数 327人 

1 人当たり平均支給月額 17,568円 

（注）１人当たり平均支給月額は、令和４年度普通会計決算額より算出した平均額です。 
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特殊勤務手当 

職員全体に占める手当支給対象職員の割合 2.89 ％ 

対象職員１人当たり平均支給年額 6,000円 

手当の種類（手当数） ４手当 

手当の名称 
行旅死亡人取扱手当、防疫作業手当、 

犬猫等死体処理取扱手当、生活保護現業業務従事手当 

（注）対象職員１人当たり平均支給年額は、令和４年度普通会計決算額より算出した平均額です。 

 

 

時  間  外 

勤 務 手 当 

支 給 総 額 100,113千円 

１人当たり平均支給年額 358千円 

  （注）１人当たり平均支給年額は、令和４年度普通会計決算額より算出した平均額です。 

 

 

区  分 内          容 

扶 養 手 当 

配偶者、父母等 

行政職給料表の適用を受ける職員で 

その級が７級までの職員 
6,500円 

行政職給料表の適用を受ける職員で 

その級が８級の職員 
3,500円 

子 

10,000円 

満 16歳の年度初めから満 22歳の年度末までの 

子については、5,000円を加算 

住 居 手 当 
借家・借間の場合（家賃月額16,000円を超える場合に限る。） 

家賃の額に応じて最高 28,000円を支給 

通 勤 手 当 

交通機関利用者           運賃に応じて最高 55,000円を支給 

自動車等使用者（片道２ｋｍ未満の者は除く。） 

     距離に応じて月額 2,000円から 31,600円を支給 

 

 

（７）特別職の報酬等の状況（令和４年４月１日現在） 

区    分 報酬等の月額 期 末 手 当 

給  料 

市   長 931,000円 

 ６月期  1.625月分 

 12月期  1.625月分 

  計      3.25月分 

加算措置     45％ 

副 市 長 770,000円 

教 育 長 672,000円 

報  酬 

議   長 498,000円 

副 議 長 446,000円 

議   員 398,000円 

（注）弥富市長の給与の特例により、令和元年７月１日から令和４年 12月１日までの間、給与月額 651,700 円、期末手当３割

減額としています。 
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４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）勤務時間（一般的な職場）（令和４年４月１日現在） 

勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 

７時間 45分 ８：30 17：15 12：00～13：00 

 

 

（２）休 日 

   休日は週休日（土・日曜日）、国民の祝日、年末年始（12月29日～１月３日）です。 

 

 

（３）主な休暇等の種類（令和４年４月１日現在） 

区 分 事         由 付与日数・期間等 

年次有給休暇  １年につき 20日 

特 別 休 暇 

職員が選挙権その他公民としての権利を行使する場合 必要と認められる期間 

職員が裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、

地方公共団体の議会その他官公署へ出頭する場合 
必要と認められる期間 

職員が骨髄若しくは末梢血幹細胞の提供希望者として登録

の申出を行う場合、又は配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外

の者に、骨髄若しくは末梢血幹細胞を提供する場合 

必要と認められる期間 

職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで社会に貢献する活動

を行う場合（ただし、専ら親族に対する支援となる活動を除

く。） 

１年につき５日以内の期間 

職員が結婚する場合 連続する５日以内の期間 

不妊治療に係る通院等の場合 １年につき５日以内の期間 

６週間（多胎妊娠の場合は、14 週間）以内に出産する予定

の女性職員が申し出た場合 
出産の日までの申し出た期間 

女性職員が出産した場合 

出産の日の翌日から８週間を経過

する日までの期間（産後６週間を

経過した女性職員が就業を申し出

た場合において医師が支障ないと

認めた業務に就く期間を除く。） 

生後１年に達しない子を育てる職員がその子の保育のため

に必要と認められる授乳等を行う場合 

１日２回それぞれ 30 分以内の期

間 

職員の妻が出産する場合 

出産に係る入院等の日から当該出

産の日後２週間を経過するまでの

期間内における２日の期間 

職員の妻が出産する場合であって、当該出産に係る子又は小

学校就学の始期に達するまでの子を職員が養育する場合 

出産予定日の６週間前の日から当

該出産の日後８週間を経過するま

での期間内における５日の期間 

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員がその

子を看護する場合 
１年につき５日以内の期間 

職員が要介護者の介護をする場合 １年につき５日以内の期間 
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区 分 事         由 付与日数・期間等 

特 別 休 暇 

職員の親族が死亡した場合 
親族の区分に応じて定められた期

間 

職員が父母の追悼のための特別な行事に参加する場合 １日以内の期間 

職員が夏季における心身の健康の維持及び増進、家庭生活の

充実を目的とする場合、又は盆等の諸行事に参加する場合 

７月から９月までの期間内におけ

る３日以内の期間 

地震、水害、火災その他の災害により職員の現住居が滅失し、

又は損壊した場合 
７日以内の期間 

地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等により

出勤することが著しく困難な場合 
必要と認められる期間 

地震、水害、火災その他の災害時に、職員が退勤途上におけ

る身体の危険を回避する場合 
必要と認められる期間 

女性職員が生理のため勤務が著しく困難である場合 １回について２日以内の期間 

女性職員が母子保健法の規定に基づく医師等の保健指導又

は健康診査を受ける場合 

妊娠 23週までは４週間に１回、妊

娠 24週から 35週までは２週間に

１回、妊娠 36週から出産までは１

週間に１回、出産後１年まではそ

の間に１回、それぞれ１回につき

１日以内の期間 

通勤に利用する交通機関の混雑の程度が母体の健康維持に

重大な支障を与えると妊娠中の女性職員が申し出た場合 
１日１回１時間以内の期間 

病 気 休 暇 職員が負傷又は疾病のために療養する必要がある場合 
その療養のため必要と認められる

期間 

介 護 休 暇 職員が要介護者を介護する場合 

介護を必要とする一の継続する状

態ごとに、３回を超えず、かつ、

通算して６月を超えない範囲内で

指定する期間 

介 護 時 間 職員が要介護者を介護する場合 

介護を必要とする一の継続する状

態ごとに、連続する３年の期間内

において１日の勤務時間の一部

（２時間を限度）について勤務し

ないことができる 

 

（４）年次有給休暇の取得状況 

   令和４年４月１日から令和５年３月31日における職員の年次有給休暇の平均取得日数は 14.1日とな

っており、令和３年度（13.7日）より増加しています。 

   （注）平均日数の算出は、休職等の取得のない１年間勤務した職員のみで計算しています。 

 

（５）育児休業等に関する制度 

育児休業等に関する制度は、地方公務員の育児休業等に関する法律に基づき、弥富市職員の育児休業

等に関する条例等により定められています。 

育児休業 
３歳に満たない子を養育するために、３歳に達する日まで休業することができ

る 

部分休業 
小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために、１日の勤務時間の一部

（２時間を限度）について勤務しないことができる 

育児短時間勤務 
小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために、通常より短い勤務時間

で勤務することができる 
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５ 職員の休業の状況 

育児休業等の取得者数（令和４年度中に新たに取得した数） 

（単位：人） 

区   分 男 性 女 性 計 

育児休業  ３ 10 13 

部分休業  ０ ２ ２ 

育児短時間勤務  ０ ０ ０ 

計  ３ 12 15 

  （注）部分休業とは、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第 110号）第 19条第１項に規定する部分休業

のこと、育児短時間勤務とは、同法第 10条第１項に規定する育児短時間勤務のことです。 

 

６ 職員の分限及び懲戒の状況 

（１）分限処分の状況（令和４年度）                 （単位：人） 

区          分 降任 免職 休職 合計 

勤務実績が良くない場合 
地公法第28条第１項 

第１号 
 ０  ０   ０ 

心身の故障の場合 
地公法第28条第１項 

第２号 第２項第１号 
 ０  ０  38  38 

職に必要な適格性を欠く場合 
地公法第28条第１項 

第３号 
 ０  ０   ０ 

職制、定数の改廃、予算の減少に

より廃職、過員を生じた場合 

地公法第28条第１項 

第４号 
 ０  ０   ０ 

刑事事件に関し起訴された場合 
地公法第28条第２項 

第２号 
   ０  ０ 

計  ０  ０  38  38 

  （注）１ 分限処分とは、一定の事由により職員がその職責を十分に果たせない場合に、公務能率の維持向上を図ることを

目的として行う不利益処分です。 

     ２ 同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合、その数を重複して計上しています。 

 

 

（２）懲戒処分の状況（令和４年度）                     （単位：人） 

区          分 戒告 減給 停職 免職 合計 

法令に違反した場合 
地公法第 29 条第１項第

１号 
０ １ ０ ０ １ 

職務上の義務に違反し、又は職務

を怠った場合 

地公法第 29 条第１項第

２号 
２ ０ ０ ０ ２ 

全体の奉仕者たるにふさわしく

ない非行のあった場合 

地公法第 29 条第１項第

３号 
０ ０ ０ ０ ０ 

計 ２ １ ０ ０ ３ 

  （注）懲戒処分とは、職員の一定の服務義務違反に対して、規律の維持を目的として行う制裁的処分です。 
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７ 職員の服務の状況 

（１）職員の守るべき義務の概要 

地方公務員法では、服務の根本基準として、「全ての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために

勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と規定してい

ます。この根拠基準の趣旨を具体的に実現するため、同法は、職員に対し、法令等及び上司の職務上の

命令に従う義務、信用失墜行為の禁止、秘密を守る義務、職務に専念する義務、政治的行為の制限、争

議行為等の禁止、営利企業等の従事制限など、服務上の強い制約を課しています。 

 

 

（２）営利企業等従事の許可の状況（令和４年度） 

職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする会社等の役員を兼ねたり、報酬を得てい

かなる事業若しくは事務にも従事等してはならないとされています。 

区          分 件 数 

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社その他の団体の

役員その他規則で定める地位を兼ねるもの 
 ０ 

自ら営利を目的とする私企業を営むもの  ０ 

報酬を得て、事業又は事務に従事するもの  31 

計  31 

 

 

８ 職員の退職管理の状況（令和５年３月 31日退職者）           （単位：人） 

区分 退職者数 

再就職先 

再就職者合計 

市 市以外 

再任用 

その他 

(会計年

度任用職

員等) 

国・地方

公共団体 

地方独立

行政法人 
外郭団体 

非営利法人 

(他の項目に

該当する場

合は除く) 

営利企業 

(他の項目に

該当する場

合は除く) 

部長相当職 ３ ２ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２ 

次長相当職 １ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ 

課長相当職 ４ ３ １ ０ ０ ０ ０ ０ ４ 

校 長 ３ ０ ０ ３ ０ ０ ０ ０ ３ 

教 頭 ２ ０ ０ ２ ０ ０ ０ ０ ２ 

計 13 ６ １ ５ ０ ０ ０ ０ 12 
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９ 職員の研修の状況（令和４年度） 

区 分 研 修 名  研 修 内 容 
研修日数 

 （日） 

修了者数 

 （人） 

階層別研修 

新規採用職員前期研修 
公務員としての意識の確立及び執務に

必要な基礎的知識・技術の習得を図る。 
３ 10 

新規採用職員後期研修 
公務員としての意識の確立及び執務に

必要な基礎的知識・技術の習得を図る。 
２ 10 

一般職員前期研修 

職員として果たす役割の主要性を認識

させ、担当職務に必要な知識・技能の習

得を図る。 

３ ５ 

一般職員中期研修 

中堅職員の役割を認識させ、職務遂行に

必要な法律的知識の習得と的確な問題

解決能力と創造力の向上を図る。 

３ 10 

一般職員後期研修 

中核職員の役割を認識させ、問題解決に

必要な創造性を高めるとともに政策形

成能力の向上を図る。 

３ ６ 

新任係長研修 

監督者の責任を自覚させ、管理監督に関

する理論と技術を習得及び職務遂行に

必要な視野と判断力の向上を図る。 

３ 10 

課長補佐研修 

課長補佐の役割と責任を自覚させ、監督

者として必要な職場の管理と政策形成

能力の向上を図る。 

２ ３ 

課長研修 

管理者の責任を自覚させ、行政を総合的

に推進する高度な管理能力及び先見的

に対応する広い視野を養成する。 

１ １ 

派遣研修 

地方自治法研修 

職務遂行の場において的確な法解釈と

運用ができるよう実務能力の向上を図

る。 

２ ６ 

地方公務員法研修 

地方公務員法に関する知識を深め、事例

研究を通して生きた法の解釈、適用する

応用能力の向上を図る。 

２ ２ 

民法研修（財産法） 
民法（財産法）について、契約等に係る

基礎知識を学ぶ。 
４ １ 

民法研修（家族法） 
民法(家族法）の基礎知識を修得し、職

場での実務に役立てる。 
３ ４ 

行政法基礎研修 
行政法の基礎知識を修得し、職場での実

務に役立てる。 
３ ２ 

法制執務研修（基礎） 

憲法や上位法の概要・仕組みを理解し、

演習を通して条例・規則の一部改正に必

要な基礎知識の習得を図る。 

２ ２ 

地方税研修（土地） 

固定資産税（土地担当）に関する知識を

修得し、評価事務に精通させ、具体的事

例の研究を通じて関係法規を解釈し、職

務に適用する応用能力の向上を図る。 

３ １ 

地方税研修（家屋） 

固定資産税（家屋担当）に関する知識を

修得し、評価事務に精通させ、具体的事

例の研究を通じて関係法規を解釈し、職

務に適用する応用能力の向上を図る。 

３ １ 



 - 12 - 

区 分 研 修 名  研 修 内 容 
研修日数 

 （日） 

修了者数 

 （人） 

派遣研修 

財務会計初任者実務研

修 

地方財政制度に関する基本ていな知識

を修得する。 
２ １ 

広報紙作り研修 

広報紙の作成にあたって、紙面作りのノ

ウハウやカメラの撮影技術まで、地域の

住民に分かりやすい形で提供する手法

及び能力等を養う。 

２ １ 

募集チラシの作り方研

修 

住民向け各種イベント、説明会、委員な

どのへ参加したくなるチラシの作成方

法を学ぶ。 

１ ２ 

プレゼンテーション研

修 

プレゼンテーションの基本や記述を修

得する。 
２ １ 

みんなで取り組む職場

のメンタルヘルス研修 

同僚との相互ケアの重要性を確認する

とともに、メンタルヘルス不調者の早期

発見のポイントや発見後の対応、職場復

帰支援の際の注意点などについて必要

な知識やスキルを学ぶ。 

１ ６ 

折衝力・交渉力向上研修 

効果的な交渉技術及び適切なノウハウ

を修得することで、対人折衝能力の向上

を図る。 

２ １ 

ファシリテーション研

修 

組織内部や住民との協働の場面等にお

いて、参画を促し、議論を活発化し、取

りまとめていく能力の向上を目指す。 

２ ３ 

クレーム対応研修 

顧客不満足という観点から、クレーム発

生の仕組みやＣＳ（住民満足）の向上と

クレーム対応を学ぶ。また、「実践的で

真実味のある」模擬演習を行い、現場対

応能力の向上を図る。 

２ １ 

タイムマネジメント研

修 

限られた時間を効率的に活用し、業務遂

行の効果を向上させるスキルを習得す

る。 

１ ２ 

秘書研修 

秘書担当職員に求められる意識、態度、

スキル、マナー等を学習し、能力の往生

を図る。 

２ １ 

部下とのコミュニケー

ション研修 

組織の活性化のため、働きがいのある仕

組みづくりを学ぶ。 
１ ２ 

アンコンシャスバイア

ス研修 

「無意識に偏ったものの見方」といった

思い込みや、社会通念などに疑問を抱く

マインドを醸成し、より多様で柔軟な視

点を持つことの必要性を学ぶ。 

１ 10 

専門研修 
保育職員研修 

（24コース） 
保育に関する各種研修 39 747 

内部研修 

防災担当者研修 
業務継続計画（ＢＣＰ）、地域防災計画

等について学ぶ。 
１ 27 

メンタルヘルス研修 

ストレスのセルフチェック法や体操法

をはじめとした日常生活ですぐに実践

可能なセルフマネージメント法の習得

を目指す。 

１ 20 
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区 分 研 修 名 研 修 内 容 
研修日数 

 （日） 

修了者数 

 （人） 

内部研修 

会計事務研修 
会計事務のあらましに沿って、会計実務

を学ぶ。 
１ 29 

例規システムの操作研

修 

法制執務事務において扱う例規システ

ムについての知識を習得する。 
１ 10 

ＳＤＧｓカードゲーム

研修 

愛知学院大学の学生とともに、カードゲ

ームを通してＳＤＧｓについて学ぶ。 
１ 24 

人事評価制度評価者研

修 

評価にかかわる原理原則を確認し、事例

研究および討論を通じて評価の平準化

を実現するとともに、評価面談の在り方

を再確認する。 

１ 70 

情報公開に関する研修 
情報公開条例の理解及び再確認を行い、

情報公開事務に関する知識を習得する。 
１ 77 

コンプライアンス研修 

コンプライアンスの基礎から違反の実

例の検討を通じてその重要性を再認識

させ、あわせて職場での対処法や部下・

後輩への対応等を学び、違反行為が生じ

ない職場環境づくりを目指す。 

１ 89 

器材等操作研修 

発電機、投光器の操作訓練やロープワー

クなど非常時に扱う器材の操作方法を

学ぶ。 

１ 20 

 

１０ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）衛生管理体制 

  ア 衛生管理体制の概要 

    職員の健康の保持増進などの諸施策を効率的に増進するために、弥富市職員衛生管理規程の定める

ところにより、衛生管理者を組織の長とする衛生管理体制を整備しています。 

また、調査審議機関として職員の衛生についての基本的対策については、本庁に衛生委員会を設置

しています。 

 

  イ 健康診断（令和４年度） 

区  分 受 診 者 数 

一般健康診断 125人 

人 間 ド ッ ク  223人 

計 348人 

 

 

（２）公務災害補償制度（令和４年度） 

    公務災害認定件数  ２件 
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第２ 弥富市公平委員会の業務の状況 

 

１ 勤務条件に関する措置の要求の状況（令和４年度） 

区     分 件  数 

前 年 度 か ら の 繰 越 件 数 （Ａ） － 

当 年 度中 の 新規 要 求件 数 （Ｂ） － 

当 年 度 中 取 扱 い 件 数  （Ｃ＝Ａ＋Ｂ） － 

当 年 度 中 終 了 件 数 （Ｄ） － 

次 年 度 へ の 繰 越 件 数  （Ｅ＝Ｃ－Ｄ） － 

  （注）勤務条件に関する措置の要求とは、公平委員会に対し、職員が給与・勤務時間等の勤務条件に関して地方公共団体の

機関により、適当な措置が執られるべきことを要求できる制度です。 

 

 

２ 不利益処分に関する不服申立ての状況（令和４年度） 

区     分 件  数 

前 年 度 か ら の 繰 越 件 数 （Ａ） － 

当年度中の新規申立て件数 （Ｂ） － 

当 年 度 中 取 扱 い 件 数 （Ｃ＝Ａ＋Ｂ） － 

当 年 度 中 終 了 件 数 （Ｄ） － 

次 年 度 へ の 繰 越 件 数 （Ｅ＝Ｃ－Ｄ） － 

  （注）不利益処分に関する不服申立てとは、職員が懲戒処分等の不利益処分を受けたことに不服がある場合に、公平委員会

に対し、行政不服審査法上の不服申立て（請求審査又は異議申立て）をすることができる制度です。 

 

 


